
大阪府教育庁低入札価格調査制度実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、大阪府教育庁（以下「教育庁」）が電子入札により発注する建設工事（以下「教

育庁発注工事」という。）のうち、低入札価格調査制度を適用する建設工事について、大阪府総務

部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）（以下「要綱」という。）及び大阪府総務部

契約局低入札価格調査実施マニュアル（建設工事版）（以下「マニュアル」という。）に定められ

た事項のほか、低入札価格調査の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の意義） 

第２条 この要領における用語の意義は、要綱第２条の各号によるものとする。 

 

（低入札価格調査制度適用工事） 

第３条 次の各号に掲げる教育庁発注工事の入札については、低入札価格調査制度を適用する。 

 (1) 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令（平成 7 年 11 月 1 日

政令第 372 号）第２条第４号に規定する建設工事（以下「国際競争入札工事」という。） 

(2) 予定価格が 6 億円以上の建築一式工事 

(3) 予定価格が 2 億円以上の電気工事・管工事 

(4) 予定価格が 3 億 5 千万円以上の土木一式工事 

(5) 予定価格が 1 億円以上の埋蔵文化財発掘調査工事 

 (6) 昇降機設置工事  

 

（失格基準価格） 

第４条 大阪府が予め設定した失格基準価格を下回る価格で入札した場合、その者が提出した入札

書は無効とする。ただし、国際競争入札工事、昇降機設置工事は、失格基準価格を設定しないも

のとする。 

 

（数値的失格判断基準） 

第５条 要綱第８条に規定する数値的失格判断基準は、次のとおり定めるものとする。 

(1) 落札候補者が提出した工事費内訳書に記載の直接工事費の額が、大阪府が算出した予定価格

の基礎となった直接工事費の額の 85％以上の金額が計上されていなければならない。ただし、

国際競争入札工事、昇降機設置工事を除く。 

(2) 前号の場合において、計上されていないときは失格とする。 

２ 要綱第８条に規定する事前調査は前項の基準に基づき、別表１のとおり行うものとする。 

３ 発注担当課長は、開札後速やかに、要綱第８条第２項第２号に規定する数値的失格判断基準確

認資料を契約局長に提出するものとする。 

 

 

（積算等調査の基準） 

第６条 要綱第４条第７号及び第９条第４項第１号の規定により部局長等が整備しなければなら

ない失格の基準及び積算等調査の基準は、別表２のとおりとする。 

 

(積算等調査の必要資料) 

第７条 要綱第９条第４項第２号の規定により部局長等が整備しなければならない積算等調査を

行うにあたり必要となる資料は、別表３のとおりとする。 

 

（積算等調査及び審査の実施） 

第８条 要綱第９条第２項の規定による総務部契約局建設工事課長（以下「建設工事課長」という。）

からの積算等調査の依頼を受けて、発注担当課長は、マニュアルに基づき実施した積算等調査の

結果及び理由等を記載した書面を作成し、府立学校等の工事関係にあっては大阪府教育庁競争入

札審査会（学校施設部会）（以下「学校施設部会」という。）の、埋蔵文化財発掘調査等の工事関

係にあっては大阪府教育庁競争入札審査会（文化財保護部会）（以下「文化財保護部会」という。）



の、左に掲げる事項以外の工事関係にあっては大阪府教育庁競争入札審査会（その他の部会）（以

下「その他の部会」という。）の審査を経て建設工事課長に報告するものとする。 

 

（低入札価格調査失格者への入札参加制限） 

第９条 大阪府総務部契約局競争入札審査会の低入札価格調査において失格の判定を受けた者は、

契約局長が失格通知を行った日から３ヶ月以内に公告された教委発注工事の入札に参加できな

いものとする。ただし、第５条に定める数値的失格判断基準に係る失格判定を除く。 

 

（その他） 

第 10 条 この要領に定めのない事項は、学校施設部会、文化財保護部会又はその他の部会で定め

るところによるものとする。 

 

 

 

附 則  

１ この要領は、平成 23 年４月１日以降に公告する案件から適用する。 

２ 大阪府教育委員会低入札価格調査実施要領（平成２２年４月１日施行）は廃止する。 

 ３ この要領は、平成 24 年４月１日以降に公告する案件から適用する。 

 ４ この要領は、平成 26 年４月１日以降に公告する案件から適用する。 

 ５ この要領は、平成 28 年６月１日以降に公告する案件から適用する。 
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フロー図２（数値的失格判断基準を適用しない場合） 
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別表 １ 【数値的失格判断基準】 

（第５条関係） 

調査項目・内容 調査に用いる資料 失格判断基準 

１．低入札価格調査基準価格未満で入札した 

落札候補者の工事費 

 

 

 

・落札候補者が提出した工事費内訳書に記載の直接

工事費の額が、公共建築工事積算基準等により大

阪府が算出した予定価格の基礎となった直接工事

費の８５％以上であることを確認する。 

（国際競争入札工事、昇降機設置工事を除く。） 

工事費内訳書（入札

書提出時に添付の

工事費内訳書を低

入札価格調査資料

の一部として取り

扱う。） 

（別紙様式） 

・落札候補者が提出した工事費内訳書

に記載の直接工事費の額が、公共建

築工事積算基準等により大阪府が算

出した予定価格の基礎となった直接

工事費の額の８５％以上の金額が計

上されていない。 

 

別表 ２ 【積算等調査基準】 

（第６条関係） 

調査項目・内容 調査に用いる資料 失格判断基準 

１．調査資料の提出状況 全資料 ・調査資料が欠落している（調査開始

後、本府から別途請求するものを除

く） 

２．本調査への協力  ・ヒアリングに応じない。 

・理由の如何を問わず調査対象者の事

情により、大阪府が指定した日にヒ

アリングが実施できない。 

・不適切、不誠実な言動等により本調

査に非協力的である。 

３．その価格により入札した理由 入札価格説明理由書 

（別紙様式） 

・調査資料等により具体的な説明がな

されない。 

４．工事費内訳書と入札書・調査資料との整合 

 

・入札書提出時に添付の「工事費内訳書」と調査時

に提出した「調査資料」の内容が整合しているか

確認する。 

・入札書における入札金額と工事費内訳書における

工事価格の額が同額であることを確認する。 

工事費内訳書(入札書

提出時に添付したもの

と同じ) 

（別紙様式） 

入札書 

調査資料一式（別表

３） 

・入札書提出時に添付の「工事費内訳

書」と調査時に提出した「調査資料」

の内容が整合していない。 

・入札書における入札金額と工事費内

訳書における工事価格の額が同額

でない。 

５．【直接工事費】入札金額の積算内訳   

・府の積算額の８０％未満の科目のうち、大阪府の

単価等に比較して相当程度低い単価等（下請業者、

資材購入先業者等の資材単価、労務単価、又は市

場単価等）について、当該単価等の設定理由を記

載した書類等の提出を求め、適切に積算されてい

るかを確認する。 

また、その価格で施工が可能か、必要に応じて下請

業者、資材購入先業者等へのヒアリング（電話確認

等）を実施する。 

 

・上記単価について、下請、資材購入先等に係る見

積額が入札金額の内訳書に正しく反映されている

かを確認する。 

 

・大阪府が公表した参考数量と比較して積算書の数

量が著しく少ない場合は、その算出根拠を確認す

る。 

工事費内訳書 

（別紙様式） 

 

見積協力会社一覧表 

（別紙様式） 

 

工事費内訳明細書 

（様式自由） 

 

下請見積書 

（様式自由） 

・材料、製品について、設計図書に記

載されている品質・規格を満たして

いない。 

・設計図書に記載されている工法・施

工条件が考慮されていない。 

・労務単価が最低賃金を下回ってい

る。 

・算出方法について、的確かつ合理的

な説明ができない。 

・建設業許可が必要な工事について、

当該許可を有している者から見積

りを徴収していない。 

・下請業者等が、当該価格で見積した

ことを確認できない。 

・見積価格が内訳書に正しく反映され

ていない。 

 



 

調査項目・内容 調査に用いる資料 失格判断基準 

「手持資材及び手持機材等の使用」をその価格で入

札した理由としている場合のみ調査 

・手持資材について具体の数量・活用方法及び保管

状況を写真等で確認するとともに低価格との関

連について確認する。 

・手持ちの建設機械等について所属等を証する資料

等で確認する。 

手持資材、手持ち機械

一覧表 

（別紙様式） 

・具体の数量、活用方法及び保管状況が

写真等で確認できない。 

 

・建設機械等の所属等が確認できない。 

「使用する資材及び機器等について低価格での調

達が可能」としている場合のみ調査 

・その根拠について資材販売店等の作成した見積書

により取引関係を確認する。 

資材購入先一覧表 

（別紙様式） 

 

・取引先の意向や取引実績等が確認でき

ない。 

｢労務者について自社の者を従事させることによっ

て低価格での調達が可能」としている場合のみ調査 

・従業者名簿の提出を求め、雇用関係や給与につい

て賃金台帳、源泉徴収票等の写しにより確認す

る。 

 

労務者使用の状況 

（別紙様式） 

・労務単価が最低賃金を下回っている。 

６．【共通仮設費】入札金額の積算内訳   

「共通仮設費の総額が、府積算額の８０％未満の場

合のみ調査」 

 

・零計上されている項目がある場合、具体的な理由

が記載されているかを確認する。 

・次の①～③の費用のうち、府の単価等と比較して

相当程度低い単価について、当該単価等の設定理

由を記載した書類等の提出を求め、適切に積算さ

れているかを確認する。 

① 仮設建物費（ex.監督職員事務所など）  

② 工事施設費（ex.仮囲い、仮設通路など） 

③ 環境安全費（ex.交通誘導員など） 

 

共通仮設費内訳書 

（別紙様式） 

下請見積書 

（様式自由） 

・本工事に必要な経費が計上されていな

い。 

・算出方法等について、合理的な説明が

できない。 

 

７．【現場管理費】入札金額の積算内訳   

・零計上されている項目がある場合、具体的な理由

が記載されているかを確認する。 

・従業員給料手当について、労働基準法第 108 条の

規定に基く賃金台帳や源泉徴収票、或いは過去 3

ヶ月の給与明細書など過去 1 年以内の実績に基

づく給与支払額程度であることを確認する。 

 

現場管理費内訳書 

（別紙様式） 

従業員給料手当確認
書＊ 

（様式自由） 

＊ヒアリング時に 

要提示 

・本工事に必要な経費が計上されていな 

い。 

・算出方法等について、合理的な説明が

できない。 

 

８．【一般管理費等】入札金額の積算内訳   

・零計上されている項目がある場合、具体的な理由

が記載されているかを確認する。 

 

一般管理費等内訳書 

（別紙様式） 

・算出方法等について、合理的な説明が

できない。 

 

 



別表 ３ 【積算等調査の必要資料】 

（第７条関係） 

※別表１及び別表２の調査項目・内容にかかわらず、全ての資料を提出すること。 

調 査 項 目 ※ 積算等調査の必要資料 作成時の注意点 提出様式 

表  紙 低入札価格調査資料（表紙） ・押印を忘れないこと。 （様式第一号） 

その価格により入札した理由 

 

入札価格説明書 ・その価格により入札した理

由を記載する。 

(別紙様式 1) 

工事費内訳書 ・工事費内訳書を提出するこ

と。 

(別紙様式 2-1) 

(別紙様式 2-2) 

(別紙様式 2-3) 

工事費内訳明細書 

 

・工事費内訳明細書の項目全

てについて金額を明記し提

出すること。 

・設計図書配付時のもの

を参照 

共通仮設費内訳書 

現場管理費内訳書 

一般管理費等内訳書 

・共通費は、共通仮設費内訳

書・現場管理費内訳書・一般

管理費等内訳書について、別

紙様式の項目について全て

計上すること。 

(別紙様式 3-1) 

(別紙様式 3-2) 

(別紙様式 3-3) 

下請見積書、資材購入見積書 

（見積協力会社一覧表） 

・見積りを要する科目等につ

いては見積書を必ず添付す

ること。 

自由 

（別紙様式 3－4） 

手持資材及び手持機械等の状

況及び購入先との取引関係 

手持資材及び手持機械一覧表 ・入札者の手持資材及び手持

機械の内、本工事で使用する

ものを記載すること。 

(別紙様式４) 

上記の写真・自動車検査証の

写し等 

写し 

資材購入先一覧表（契約対象工事

に係るもの） 

・資材購入先及び、購入先と

入札者との関係を記載する

こと。（入札価格の理由の根

拠となる物は、特に記載漏れ

のないようにすること。） 

(別紙様式５) 

労務者使用の状況 労務者使用の状況 本工事で使用する自社で雇用

している労務者使用の状況を

記載すること。 

(別紙様式６) 

経営状況 直近の経営事項審査結果通知書 ＪＶにおいては、構成員の全

て 

写し 

信用状況 建設業法違反等の有無 ・建設業法違反、賃金不払い、

下請代金の支払遅延状況等

があれば記入すること。 

自由 

その他必要な事項 調査対象業者の会社概要 ・所在地・代表者氏名・ラン

ク等 

自由 

会社組織表等  自由 

廃棄物等の搬出先、処理体制 

（必要のある場合） 

・廃棄物等の搬出先、処理体

制等について提出すること。 

自由 

 

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（様式第１号） 
 

低入札価格調査資料（表紙） 
 

平成  年  月  日 
 
大阪府総務部契約局長 様 

    
 

所在地            

商号又は名称         

代表者職・氏名                 印 

 
 
当社の下記工事における入札金額は、低入札価格調査基準価格を下回っていますので、当該

入札金額で契約内容に適合した履行が可能となる調査資料を提出します。 
なお、低入札価格調査の結果、当社が契約の相手方となった場合は、関連法規を遵守し、貴監

督員の指示に従い、契約に示された内容に適合した履行をすることはもとより、下請予定業者や資
材納入予定業者などの見積金額を故なく減額することは致しません。 
また、工事内容を変更し又は追加する必要がある場合においては誠意をもってこれに対応し、公

共工事に適う品質を確保するとともに工事の安全にも万全を期すことを誓約します。 
 
 

記 
 

○工事名称 

○入札年月日 

○入札金額（税抜き） 

 ○説明事項 

 

（１） その価格により入札した理由（入札価格の内訳書を徴する。） 

以下の点を中心に簡潔に記載すること。 

・積算内容（別紙様式２、別紙様式３、下請見積書）、施工計画等 

・資材等を安価で調達できる理由 

（２）手持資材及び手持機械等の状況（別紙様式４） 

及び購入先との取引関係（別紙様式５） 

（３）労務者使用の状況（別紙様式６） 

（４）経営状況 直近の経営事項審査結果通知書（写し）を添付 

（５）信用状態 建設業法違反の有無（賃金不払い、下請代金の支払遅延状況等） 

（６）必要と認める事項 

  ・概要書 

   ・組織 

   ・廃棄物等の搬出先、処理体制（必要のある場合） 

    

 

 

 

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式１） 

その価格により入札した理由 

 

 

① （入札価格に対する理由を具体的に記載すること。） 

    

   ② 

    

   ③ 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

 

 

   （その他必要と考えられる事項を記入すること。） 

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式２－１） 

 

 

工事費内訳書 
 

名 称 単位 金  額 備 考 

１．直接工事費 一式  A 

２．共通費    

  共通仮設費 一式  B 

  現場管理費 一式  C 

  一般管理費等 一式  D 

     計   E= B+C+D 

    

    

工事価格 一式  F＝A+E 

    

    

    

    

    

    

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式２－２）                     【建築一式工事の参考記入例】 
  種目別内訳（建築一式工事） 

名 称 単位 金  額 
経費等の節減が 

可能となる理由 
備 考 

建築主体工事 一式   G 

防火水槽工事 一式   H 

受水槽・ポンプ室工事 一式   I 

屋外附帯工事 一式   J 

 ・ 
 ・     

（上記は参考記入例）     

     計    M＝G+H+I+J 

 

（別紙様式２－３） 

  科目別内訳（建築一式工事） 

名 称 単位 金  額 
経費等の節減が 

可能となる理由 
備 考 

直接仮設 一式    

土工 一式    

地業 一式    

コンクリート 一式    

型枠 一式    

鉄筋 一式    

既製コンクリート 一式    

防水 一式    

タイル 一式    

木工 一式    

金属 一式    

左官 一式    

木製建具 一式    

金属製建具 一式    

ガラス 一式    

塗装 一式    

内外装 一式    

仕上ユニット 一式    

 ・ 
 ・     

（上記は参考記入例）     

     計    
G 

（上記科目合計） 

 

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式２－２）                   【電気設備工事の参考記入例】 

  種目別内訳（電気設備工事） 

名 称 単位 金  額 
内  訳 

備 考 
材料費 労務費＊ 

 屋外設備工事 一式     

 屋内設備工事 一式     

      

      

      

      

計      

＊労務費には、(専門工事労務を含む。 

（別紙様式２－３） 

  科目別内訳（電気設備工事） 

名 称 単位 金  額 
内  訳 

備 考 
材料費 労務費＊ 

屋外設備工事       

高圧引込設備 一式     

低圧配線設備 一式     

弱電配線設備 一式     

      

       計      

      

屋内設備工事 一式     

受変電設備 一式     

発電設備 一式     

幹線設備 一式     

動力設備 一式     

電灯・コンセント設備 一式     

構内交換設備 一式     

拡声設備 一式     

  情報表示設備 一式     

   誘導支援設備 一式     

  テレビ共同受信設備 一式     

  構内情報通信網設備 一式     

  自動火災報知設備 一式     

  防犯設備 一式     

監視カメラ設備 一式     

 雷保護設備監視カメラ設備 一式     

        

       計      

            

       

        

      

      

      

労務費には、(専門工事労務を含む。) 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式２－２）                   【機械設備工事の参考記入例】 

  種目別内訳（機械設備工事） 

名 称 単位 金  額 
内  訳 

備 考 
材料費 労務費＊ 

 屋外設備工事 一式     

 屋内設備工事 一式     

 消火設備工事 一式     

 ガス設備工事 一式     

 空気調和設備工事 一式     

       

計      
＊労務費には、(専門工事労務を含む。) 

（別紙様式２－３） 

  科目別内訳（機械設備工事） 

名 称 単位 金  額 
内  訳 

備 考 
材料費 労務費＊ 

屋外設備工事       

 給水引込設備 一式     

 給水設備 一式     

 散水栓設備 一式     

 排水設備 一式     

    計       

        

屋内設備工事      

 衛生器具設備 一式     

 給水設備 一式     

 排水設備 一式     

 給湯設備 一式     

 厨房設備 一式     

    計       

      

消火設備工事       

 消火設備 一式     

     計       

      

ガス設備工事       

 ガス設備 一式     

      計      

       

空気調和設備工事      

 機器設備 一式     

 ダクト設備 一式     

 配管設備 一式     

 換気設備 一式     

        

      計       

      

      

      

      

＊労務費には、(専門工事労務を含む。) 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式３－１）     

共通仮設費内訳書 

名称 適用 金額（円） 算定根拠 経費の節減が可能となる主な理由 

準備費 敷地測量、敷地整理、道路占有料、仮設用借地料、その他の準備に要する費用       

仮設建物費 監理事務所、現場事務所、倉庫、下小屋、宿舎、作業員施設等に要する費用       

工事施設費 仮囲い、工事用道路、歩道構台、場内通信設備等の工事用施設に要する費用       

環境安全費 
安全標識、消火設備等の施設の設置、安全管理・合図等の要員、隣接物等の養生

及び補償復旧に要する費用 
      

動力用水光熱費 
工事用電気設備及び工事用給排水設備に要する費用並びに工事用電気・水道料金

等 
      

屋外整理清掃費 
屋外及び敷地周辺の後片付け及びこれに伴う屋外発生材処分等並びに除雪に要す

る費用 
      

機械器具等 共通的な工事用機械器具（測量機器、揚重機械器具、雑機械器具）に要する費用       

その他 
材料及び製品の品質管理試験に要する費用、その他上記のいずれの項目にも属さ

ない費用 
      

     

     

     

     

          

          

          

合計（＝共通仮設費 B）         



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式３－２）     

現場管理費内訳書 

名称 適用 金額（円） 算定根拠 経費の節減が可能となる主な理由 

労務管理費 現場労働者及び現場雇用労働者の労務管理に要する費用       

  

１．募集及び解散に要する費用       
２．慰安、娯楽及び厚生に要する費用       
３．純工事費に含まれない作業用具及び作業用被服等の費用       
４．賃金以外の食事、通勤費等に要する費用       
５．安全、衛生に要する費用及び研修訓練等に要する費用       
６．労災保険法による給付以外に災害時に事業主が負担する費用       

租税公課 
工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙代、固定資産税・自動車税等
の租税公課、諸官公署手続き費用 

      

保険料 
火災保険、工事保険、自動車保険、組立保険、賠償責任保険及び法廷外の労災保険
の保険料 

      

従業員給料手当 
現場従業員及び現場雇用労働者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）及び賞与(計
上額は、現場従業員等の昨年の源泉徴収票、賃金台帳等により確認します。） 

      

施工図等作成費 施工図等を外注した場合の費用       

退職金 現場従業員に対する退職金給与引当金繰入額及び現場雇用労働者の退職金       

法定福利費 
現場従業員、現場労働者及び現場雇用労働者に関する労災保険料、雇用保険料、健
康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額並びに建設業退職金共済制度に基づく
事業主負担額 

      

福利厚生費 
現場従業員に対する慰安、娯楽、厚生、貸与被服、健康診断、医療、慶弔見舞等に
要する費用 

      

事務用品費 
事務用消耗品費、OA 機器等の事務用備品費、新聞・図書・雑誌等の購入費、工事写
真代等の費用 

      

通信交通費 通信費、旅費及び交通費       

補償費 
工事施工に伴って通常発生する騒音、振動、濁水、工事用車両の通行等に対して、
近隣の第三者に支払われる補償費。ただし、電波障害等に関する補償費を除く。 

      

その他 
本来現場で処理すべき業務の一部を本店及び支店が処理した場合の経費の配賦額,
会議費、式典費、工事実績の登録等に要する費用、その他上記のいずれの項目にも
属さない費用 

      

合計（＝現場管理費 C）         

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式３－３）     

一般管理費内訳書 

名称 適用 金額（円） 算定根拠 経費の節減が可能となる主な理由 

役員報酬 取締役及び監査役に要する報酬       

従業員給料手当 本店及び支店の従業員に対する給与、諸手当及び賞与（賞与引当繰入額を含む。）       

退職金 
本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金（退職給与引当金繰入額及び退
職年金掛金を含む。） 

      

法定福利費 
本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生
年金保険料の事業主負担額 

      

福利厚生費 
本店及び支店の従業員に対する慰安、娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等の福
利厚生等に要する費用 

      

維持修繕費 建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費等       

事務用品費 事務用消耗品費、固定資産に計上しない事務用備品、新聞参考図書等の購入費       

通信交通費 通信費、旅費及び交通費       

動力用水光熱費 電力、水道、ガス等の費用       

調査研究費 技術研究、開発等の費用       

広告宣伝費 広告、公告又は宣伝に要する費用       

交際費 得意先、来客等の接待、慶弔見舞等に要する費用       

寄付金 社会福祉団体等に対する寄付       

地代家賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料       

減価償却費 建物、車両、機械装置、事務用備品等の減価償却額       

試験研究償却費 新製品又は新技術の研究のための特別に支出した費用の償却額       

開発償却費 
新技術又は新経営組織の採用、資源の開発並びに市場の開拓のため特別に支出
した費用の償却額 

      

租税公課 
不動産取得税、固定資産税等の租税及び 
道路占有料その他の公課 

      

保険料 火災保険その他の損害保険料       

契約保証費 契約の保証に必要な費用       

雑費 社内の打合せ費用、諸団体会費等の上記のいずれの項目に属さない費用       

合計（＝一般管理費 D）         

          



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式３－４） 

大阪府○○○新築工事 見積協力会社一覧表 

番

号 
工種 協力会社名 

所属部署・役

職 

フ リ ガ ナ 

担当者名 

電話番号 ※1 見積金額 

建設業許可 ※2 

備考（大阪府使用欄） 建設業の種

類 
許可番号 

許可の有効

期間 

例 
鉄筋工事（加工・

組立） 
○○鉄筋㈱ 営業部長 

ﾏﾙﾏﾙ ﾏﾙﾏﾙ 

○○ ○○ 
06-0000-0000 \10,000,000 鉄筋 特 00-100000 

平成 25年○月

○日 
  

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

※1 電話番号は、平日の日中に連絡の付きやすい電話番号を記入してください。      

※2 下請契約金額が 500万円以上となる場合、建設業許可が必要となるため、見積書においても建設業許可を有する者から徴収すること。 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式４）  

 

手持資材及び手持ち機械一覧表 

No 品名・機械等の名称 規格・型式 数 量 備 考 

１     

２     

３     

 ※ 保管状況・写真・自動車検査証の写し等の確認できるものを添付すること。 

  

 

（別紙様式５） 

資材購入先一覧表（契約対象工事に関わるもの） 

品 名 規格等 購 入 先 決済方法 備考 

     

     

例）コンクリート Ｎコンクリート ○○㈱ １００％現金  

例）防水 シングル △△㈱ 
３０％現金 

７０％手形 
 

※見積を必要とする科目について全て記載すること。 

 

 

 

（別紙様式６）   

  労務者の使用関係(内訳) 

１． 職能社員 

工  種 職  種 員数（日数） 単価（円／日） 

    

    

例）左官工事 左官 ――人（――日） ――――円／日 

例）木工事 大工 ――人（――日） ――――円／日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

（別紙様式７） 

 

調査資料自己チェックシート 

下表の調査資料で提出した資料についてチェック項目欄に○をしてください。 

なお、チェック項目欄に○を記入しているが、調査資料が不足している場合は、調査資料が提出されていない

ものと判断し、本案件に提出した入札書は無効となる場合があります。 

  
チェック

項目 
様式 

0 表  紙 低入札価格調査資料（表紙）  （様式第一号） 

1 その価格により入札した理由 その価格により入札した理由  (別紙様式1) 

工事費内訳書  (別紙様式2-1) 

(別紙様式2-2) 

(別紙様式2-3) 

工事費内訳明細書  ・設計図書配付時のものを参照 

   

共通仮設費内訳書 

現場管理費内訳書 

一般管理費内訳書 

 (別紙様式3-1) 

(別紙様式3-2) 

(別紙様式3-3) 

下請見積書 

（見積協力会社一覧表） 

 自由 

（別紙様式3-4)） 

2 手持資材及び手持機械等の状

況及び購入先との取引関係 

手持資材及び手持機械一覧表  (別紙様式4) 

写真・自動車検査証の写し等  写し 

資材購入先一覧表（契約対象工

事に係るもの） 

 (別紙様式5) 

3 労務者使用の状況 労務者使用の状況  (別紙様式6) 

4 経営状況 直近の経営事項審査結果通知書  写し 

5 信用状況 建設業法違反等の有無  自由 

6 その他必要な事項 調査対象業者の会社概要  自由 

会社組織表等  自由 

廃棄物等の搬出先、処理体制 

（必要のある場合） 

 自由 

7 根拠資料自己チェックシート   (別紙様式7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【低入札価格調査根拠資料用】 

調査資料一覧表 

 

 

 

 

※１ 根拠資料一覧表中の「工事費内訳書」とは、別紙様式２－１の工事費

内訳書に係る各項目の明細の金額まで記載した内訳書を指す。 

  （設計図書配付時の金抜数量書の様式で金額を記入したものを含む。） 

※２ 上記「工事費内訳書」の金額の根拠となる協力会社の見積の写しも必

ず添付すること。 

※３ （※２）の協力会社の見積には元請あての宛先と最終的に決定した協

議単価（金額）が明記されていること。 

※４ 元請記載の（※１）の内訳書の金額と協力会社各々の見積記載金額と

が一致・整合していること。 

※５ 金額の一致・整合を確認するため、（※１）の内訳書の備考欄に連動

する協力会社見積に「通し番号」を記入しておくこと。 

 

 

＜工事費内訳書＞             ＜協力会社の見積の写し＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

工事費内訳書 参考記入例 

工事費内訳書 

【例】 

 

名称 数量 単価 金額  備考 

◇◇ ○㎡ ◇円 △円  ④ 

 

 

 

 

 

 

（協力会社見積⑥） 

（協力会社見積⑤） 

（協力会社見積④） 

（協力会社見積③） 

（協力会社見積②） 

（協力会社見積①） 

見積書① 

 

――様 

 

， ○○○，○○○円 

 

 

 

■■会社 

印  

見積書と連動する通し番号 通し番号を記入すること 


